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混合研究法に基づくポスト・コロナ時代の
都市政策とソーシャル・キャピタル
地域社会運営の効率性を改善するしくみを解明する研究アプローチ

（2）�浮き彫りにされた共助意識の停滞と都市内住民の
認識のズレ

しかし、災害時に求められる社会関係資本は地域社
会を見渡してみると疲弊してきている。明るい選挙
推進協会が調査してきた市民の組織加入率をみると、     
自治会・町内会をはじめとした組織への加入率が減少
している（辻中・和嶋・戸川 2019）。それは組織力の
停滞が活動している人々への運営負担を大きくし、活
動の維持を難しくさせてしまう。

一方で、自治会・町内会に対しては、「加入率の減少」
や、「自治会・町内会の不要論」という問題が指摘され
1、地域をよくみるとコミュニティを支える活動主体

（担い手）と非活動主体（傍観者）の間には地域活動へ
の認識に差異が生じている。

さらに、コロナ禍という感染の脅威が人々の不安と
不信を蔓延させているとなれば、対面の人間関係を念
頭に置いた社会関係資本を毀損し、創意工夫に基づく
連携と協働のまちづくりを衰退させてしまうのではな
いだろうか。

（3）�ポスト・コロナ時代の持続的な地域社会運営のし
くみを考える

どのように組織を運営すればコロナ禍に上手く機能
しえるのか。どのような《社会》の再構築を目指すこ
とで、地域コミュニティ内の活動への認識のズレを無
くし、地域の担い手を増やすことができるのか。本研
究は自治会・町内会の組織運営をもとに、ポスト・コ
ロナ時代に求められる持続可能な地域社会運営に必要
なしくみを社会関係資本論の観点から明らかにする。
具体的には量的／質的研究を組み合わせた混合研究法
の研究デザインを構築する。

コロナ禍に問われるソーシャル・キャ
ピタルの社会的文脈に関する研究1

（1）�コロナ禍の緊急事態宣言を補完するソーシャル・
キャピタル

日本は法律上の強制力を使い、私権を制限する政策
とは異なる、市民の自発的協力行動に依存した緊急事
態宣言を発令した。政府は広い意味での「法的規制」
や「行政指導」を駆使するが、「なぜ、弱い規制にもか
かわらず、他国と比べて引けを取らないほどの自粛が
日本では可能なのか」、という問題には社会に浸透した

「信頼・互酬性の規範・ネットワーク（つきあいや団体
参加）」というソーシャル・キャピタル（Social Capital。
以下、本文中は社会関係資本と表記。）が関わっていた
ようにみえる。すなわち、身内を感染させないよう、
社会関係資本を成員同士で共有し、社会の逸脱行動を
避けるよう、人々が自分たちを自主的に規律付けるこ
とによって、その行動変容を成しえたのではないか。

1 日本経済新聞記事（2020）、「コロナ禍で変わる町内会　IT 化で加入促進、再生の契機に」、2020 年 6 月 27 日、https://www.nikkei.com/article/DGXMZ 
O60834490W0A620C2KNTP00/（アクセス日：2020 年 11 月 19 日）に依拠している。
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混合研究法を用いたソーシャル・キャ
ピタル研究のデザインと方法2

2.1混合研究法の紹介
混合研究法（Mixed Methods Research）は、量的／

質的伝統の二分法にとって代わる研究手法として、こ
の20年の間に登場した研究デザインである（テッド
リー・タシャコリ編 2017：3）。それはプラグマティ
ズムとしてのパラダイム2を構築し、量的研究が目指
すポスト実証主義に留まらない。質的研究が求めるナ
ラティブなデータをもとにした構成主義も包摂し、数
量分析と事例研究や参与・観察といった社会・行動科
学の研究手法を両立させるという発想をもつ3（ジョ
ンソン 2021：80）。

混合研究においては、どちらかの研究手法を主役や
脇役に考えるのではない。収集された両方のデータを
補完的に捉え、研究戦略上有用であると判断されるな
ら、データの収集から分析に至るまでの情報を足しあ
わせて、研究の付加価値を高めようとする（クラブト
リー・抱井・亀井2021：110）。

2.2�ネットワークの相対的位置に左右されるソーシャ
ル・キャピタルの外部性

（1）混合研究法の適用条件
では、どのような研究デザインを設計すれば良いの

だろうか。クレスウェル（2021：97）は量的 / 質的デー
タ分析の頑健な手続き（Rigorous procedure）による
収集を条件に設定する。加えて、混合研究法を適用し
た研究デザインが既存の質的 / 量的研究のアウトカム
より付加価値を見出す可能性が高いと予見できる場合
を条件に挙げる。すなわち、混合研究法がディシプリ
ンの研究目的に合致し、両方のデータを統合した方が
良い研究結果を得られるのであれば適用できる。

では、社会関係資本研究に混合研究法はどうして適
用できるのだろうか。筆者は社会関係資本が醸成され
るネットワーク構造に着目して考えることにしたい。

（2）�ソーシャル・キャピタルの外部性の質―結束型vs
橋渡し型

社会関係資本は「心の外部性を伴う信頼・規範・ネッ
トワーク」と定義されるが（稲葉 2005：17-18）、そ

の外部性の質は相対的に置かれる人々の人間関係の
位置によって左右される（稲葉 2011：31）。例えば、
ジェームス・コールマンが提唱した「閉じたネットワー
ク」（Coleman 1990）の形態に近い人間関係の中で醸
成される社会関係資本はネットワーク内の関係者の間
で規範を貫徹させることに優れている。しかし、メン
バー内に関係を閉鎖させてしまうことは、無意識にも
ネットワーク外に置かれた人々を排除してしまいかね
ない。すなわち、構造内部の同質的な者同士が結びつ
いて醸成される結束型（Bonding）社会関係資本が高
いことは、かえって背景の異なる人々からの情報の入
手を困難にさせてしまうだけでなく、ネットワーク外
部者の内部への参入を排除してしまうという弊害も起
こしかねない。

（3）自治会運営内外のネットワーク構造
この事例を自治会運営に即して考えてみると、運営

内部の役員間の信頼関係（「特定化信頼」）が強いこと
は運営の円滑さを招来させうるかもしれないが、他者
との結節点を紡ぐ橋渡し型（Bridging）社会関係資本
の醸成に得意ではない。その結果、新しく越してきた
よそものにとっては参加しにくい環境をつくってしま
いかねない。そして、活動メンバーの新陳代謝も上手
くいかない状況が長期化してしまう懸念もある。

以上から、社会関係資本が社会の効率性を改善しう
るか否かは、社会関係資本が醸成される場所の構造に
着目しなければならない。社会関係資本研究には、そ
の外部性が社会に及ぼす正 / 負の影響の判断が求め
られるため（稲葉編 2021）、混合研究法によるネット
ワーク構造の研究が不可欠である。

2.3混合研究法の方法とデザイン
そこで、質的研究と量的研究を組み合わせた社会関

係資本研究として、本研究は混合研究法の基本形であ
る（1）説明的順次デザインおよび（2）探索的順次デザ
インによる研究を紹介する。そして、両方の混合研究
法をそれぞれ使用した自治会運営に関する実証研究を
取り上げる。
（1）説明的順次デザイン

混合研究法には、量的 / 質的研究のいずれか1つの 
研究方法から得られた結果を、もう一方の方法によっ

2 ここでは、「研究視座に関連するいくつかの前提によって成り立つ世界観（Worldview）」（Mertens 2003：139 ＝テッドリー・タシャコリ編 2017：3）
として考える。

3 ジョンソン（2021：80）によれば、混合研究法への研究の発展は量的研究と質的研究の違いに起因する分裂の統合を意味し、それぞれの要素を含有す
るパラダイムと研究方法論を両立させた包摂的科学として捉えている。
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質的分析には、参与・観察して得た証言を逐語録として
作成し、それをデータとして鍵概念に落とし込んだ後、テー
マに関連付けてコード化するなど、様々な手法を組み合
わせた収集・分析方法がある。混合研究法では、探索的 
順次デザインによって、質的研究から得られた知見をも
とに、さらなる仮説検証に必要な研究枠組みを設定する。
そして、次の量的研究段階につなげて、研究の統合を実
現させようとする（ジョンソン・フェターズ2016：7-8）。

筆者は、後述するように、戸川（2021a）によって、
本研究の問題意識に設定した自治会運営に関する問題
をソーシャル・キャピタル論の視点から提起している。
それは東京都葛飾区新小岩第四自治会を対象に実施し
た参与観察（研究代表：関東学院大学小山弘美研究室）
にもとづいている。

混合研究法に基づく実証研究3

3.1�説明的順次デザイン－ケース・スタディ：千葉県
鎌ケ谷市の研究を例として

（1）方法とデザイン
筆者はコロナ禍の危機に直面し、市民団体の活動を

継続ないし再始動しえる方法を検討するべく、鎌ケ谷
マネジメントラボ（任意団体、代表：甲斐貴子氏）が
鎌ケ谷市と共催で実施した「新型コロナ・ウイルス感
染症により、影響を受けた市民活動団体・自治会・サー
クル等のアンケート調査」に関する研究に携わった。
さらに、2021年1月から2021年7月にかけ、上述の
アンケート調査および地域団体や各組織に必要な中間
支援策の在り方を検討するヒアリング調査研究に加
わった。図3は、その研究プロジェクトの概要を混合
研究法の研究デザインに合わせてまとめた表である。
【第1段階：量的】研究のデータは、そのアンケート

調査をもとにしており、鎌ケ谷市で活動する333団
体（うち自治会は23団体）に配布し、213団体から回
答を得た（回収率：63.9％）。質問票には団体リーダー
の運営意識の変化設問や、それに関わる地域社会状況
の変化を把握する設問を新たに作成した。

その記述統計を踏まえた上で、戸川（2021c）は地
域社会を担う団体活動を支援するには、「オンライン技
術の導入」方法と「会員間のつながりづくり」の確保
に取り組む必要があることや、若年層と高年層の活動
再開に対する認識のずれやオンライン技術の活用スキ

て精緻化するという「順序的手順」がある（亀井 2021： 
68）。そのうち、河村（2021：28）によれば、主に「量的 
→質的の順序、また量的段階が中心に位置づけられ」る
研究デザインが説明的順次デザインと呼ばれる。図1 
はその研究プロセスを可視化したものである。

図1　説明的順次デザイン

それによれば、説明的順次デザインでは最初に量的
データの収集と分析が行われる。そして、その結果を理
解するために質的研究のデザインが新たに構築される。
それは量的段階の調査研究と分析結果の理解を深める
ためである。筆者は、次節に後述する説明的順次デザイ
ンを千葉県鎌ケ谷市の事例研究に利用して、コロナ禍の
自治会運営の状況を明らかにした。その具体的な調査研
究の実施概要と実証研究の結果は次節のとおりである。

（2）探索的順次デザイン
図2は探索的順次デザインを可視化したものである。

稲葉（2021：39）によれば、探索的順次デザインとは、
さきほどの量的研究から始まるのではなく、質的アプロ
―チに基づくリサーチ・クエスチョンの設定から始まる。

図2　探索的順次デザイン
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【第2段階：質的】の研究である。
筆者はアンケート調査結果とヒアリング調査の結果

を照合させて、コロナ禍においても活動を継続しえる
運営状況の構造を探索的に研究し、その仮説の構築を
目指すことにした。

それについて、両方の調査から得た知見を踏まえた
結果、コロナ禍の危機に対応可能な組織運営の状況は
社会関係資本論に結びついている証言が得られた。

ルの差を埋める方法が必要であることを示している。
しかしながら、213団体のなかには、コロナ禍以前

と「変わらない」または「前向きになった」という活動
意識を持つ団体が1割強から2割程度おり、量的調査
データの研究枠組みでは十分に分析できなかった。

そこで、「どうして、コロナ禍においてもなお、活
動に明るい団体が存在しえるのか」を研究の問いに設
定し、ヒアリング調査を実施した。それが図2に示す

表1　ジョイント・ディスプレイ－コロナ禍に継続可能な自治会運営に関する分析結果

図3　研究計画―コロナ禍の鎌ケ谷市市民団体調査研究の概要
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支えられていたことがみて取れよう。
また、近隣住民の間で「助け合いの規範（多くの場 

合、近隣の人は他人の役に立とうとすると思う）」が
共有されているほど、運営意識は前向きである傾向が
示されている。

さらに、A 連合自治会では活動に住民の理解を得ら
れないことが活動の自粛に結びついている。それに対
し、B 単位自治会では、活動に寛容な住民に囲まれて
いるので、活動の再開を心配せずとも安心して活動を
継続しえる要素に働いていた可能性がある。

以上のことを踏まえると、「コロナ禍の危機に直面
した中では、運営内外の住民と役員が危機という境遇
を同時に共有し、仲間内のネットワークが結束型社会
関係資本を醸成する結果、団体リーダーの運営意識が
停滞することなく継続しえている」という仮説が得ら
れよう。

（3）�コロナ禍の非常時を下支えする結束型社会関係資
本の効果

筆者は、上述の仮説を検証するために、「運営意識
の変化」と「地域の結束型社会関係資本」に関する変
数を用いてパス解析を実施した。それは統計的手法を
もとに、その基準に従って許容された変数間の因果関
係や相関関係を矢印で結ぶダイアグラムをいう。以下
の図4はそのパス図を示す。

（2）�コロナ禍の運営意識の変化に及ぼす結束型社会関
係資本の影響仮説の導出

両調査研究のデータを照合すると、表1に示すジョ
イント・ディスプレイ（Joint display）が作成された。
ジョイント・ディスプレイとは、「量的・質的データ
をまとめて表示することでデータが何を示しているか
についての理解を支援するツール」を指し、量的・質
的データの双方を1つにまとめた表やグラフに可視化
することができる（亀井 2016：69）。

表1によれば、コロナ禍の運営意識の維持 / 停滞に
は「運営内部 / 外部」のネットワークに分けて醸成さ
れる結束型社会関係資本が重要な役割を果たしてい
る。例えば、量的調査結果を踏まえると、「組織運営
が難しく継続に危機を感じる」に対して該当する自治
会ほど、運営意識は停滞傾向にある。

これは A 連合自治会と B 単位自治会の証言結果と
整合している。すなわち、コロナ禍においては活動に
参加するメンバーの了解を得られる範囲で、必要な清
掃活動に対し、なるべく少人数のグループに分けて実
施するなどの創意工夫が行われた。それは活動参加者
の助け合いによって成立していた。

加えて、それがリーダーの「やれることはやる」と
いう意識を奮起させていたのだろう。すなわち、コロ
ナ禍の危機に直面し、仲間内の相互信頼と協調行動が
強化されることによって、団体リーダーの運営意識は

図4　パス解析にもとづく知見の共有
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は、2019年8月19日に小山弘美研究室（2019a）が 
実施した「自治会活動参加状況調査（新小岩第四自治
会）」研究に携わり、2020年3月にかけて、1年間の
東京葛飾区の新小岩第四自治会の参与・観察を行った。
そして、筆者は組織運営の課題を社会関係資本の視点
から捉えようとし、図5の【第1段階：質的】の研究を
行った。

さらに、【第1段階：質的】から得た仮説が研究の対
象範囲を拡げたとしても、妥当性を得られるのかを検
証するために、上述の研究を東京23区にまで拡げた
実証研究を計画した。それは図5の【第2段階：量的】
研究に相当し、仮説を検証するために必要なアンケー
ト調査を新たに実施した。

それは2020年（令和2年）11月2日（月）～ 11月9
日（月）の間に東京23区在住計2,300名の住民（Web
登録モニター）を対象に行った Web 調査、「地域を紡
ぐ信頼、社会参加、暮らしの政策に関する調査」であ
る4。本調査は社会関係資本の把握を目的とし、自治
会組織の運営内部 / 外部に関する状況を調べている5。

両方の調査研究を整理した結果、運営内部の組織構
造には社会関係資本論から考えられる課題が活動メン
バーの証言から得られ、似通った知見は東京23区の
都市住民に関する Web 調査にも共通して確認された。

それによれば、運営意識が明るい団体の特徴はコロ
ナ禍においても「運営のしやすさ」を得ており、地域
住民の助け合いや信頼・互酬性の規範（ご近所の利他
愛や愛着心など）が豊かな地域の「結束型社会関係資
本」（図中は地域 SC と表記）が正に関係している。本
研究のパス図を解釈すれば、コロナ禍においても「運
営のしやすさ」を維持できる環境が必要であった可能
性がある。それはメンバーが連携しやすいこと、後継
が見つけられやすいような環境を指す。

さらに、地域住民が活動に協力しやすい環境を整え
なければ、単に自粛を要請するだけでは感染防止行動
を喚起できるしくみが整うわけもなく、また、活動を
妨げるような住民の厳しい目による監視意識を和らげ
ることは難しいようにみえる。これは、コロナ禍の運
営意識が結束型社会関係資本によって支えられていた
可能性を示しており、仮説を支持する傾向を示唆して
いよう。

3.2�探索的順次デザイン－ケース・スタディ：葛飾区
新小岩自治会の研究を例として

（1）方法とデザイン
次に、戸川（2021a）をもとにして日常から議論に

上がる自治会・町内会運営の問題を指摘する。筆者 

4 本調査は「研究費番号：MHF2020-A006、ソーシャル・キャピタルの世代間継承が及ぼす都市ガバナンスの QOL 改善に関する研究」（前川ヒトづくり
財団　2020 年度（一般枠））の助成を得て、また「21 世紀・首都東京の QOL を持続的に向上しうる都市ガバナンスの実証研究」（千葉商科大学　戸川
和成（政策情報学部　助教））によって実施している。その内容・形式については、千葉商科大学研究倫理委員会の審査を受審し、研究計画の承認を得
ている（令和 2 年 10 月 29 日付承認番号 20-01）。

5 母集団は 23 区在住の Web 登録モニター、各区部ほぼ 100 名（住民基本台帳に基づいた性別×年齢階層分布に応じて収集）を無作為抽出している。有
効回答者の分布は住民基本台帳に基づいた東京 23 区在住の住民に関した性別別 6 年齢階層（世代別）分布と比較した上で、偏りがないことを確認して
いる（戸川 2021b）。

図5　研究計画―東京23区の自治会・町内会の研究に関する概要
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の交流を可能にする風通し良い組織運営に関する仮説
を打ち出せよう。

仮説1： 役員同士の関係だけでなく、運営組織を超
えた他組織（NPO やボランティア）と一緒
に活動している組織ほど、組織外部の橋渡
し型社会関係資本が醸成されることで、活
動の内容が地域の課題に対応しやすく、負
担が軽減されやすい。

仮説2： 組織の運営内部では、様々な世代が参加し、
役員を担う活動主体が固定化していないほ
ど、橋渡し型社会関係資本が醸成される結
果、若い世代や新規の人（外部の人）が気
軽に参加しやすい。

（3）�仮説の検証―パス解析に基づく風通しのよい自治
会運営の提言

調査票のうち、自治会や地域活動の様子を読み取る
設問から、「2. 様々な世代が参加している（年齢差が
20歳以上）」、「3. 役員と一般のメンバーのつきあい・
交流が盛んである」に対する5件尺度の意見（1. あて
はまる～ 5. 全くあてはまらない、以下の変数の尺度
も同様）を使用し、仮説1・2に設定した自治会・町内
会の運営内 / 外部の橋渡し型社会関係資本を測る指標
を作成した。「11. 地域の他の組織（NPO やボランティ
ア）と一緒に活動している」は〈運営外部〉の「橋渡し
型社会関係資本（他組織連携）」として利用した。
〈運営内部〉の「結束型社会関係資本」には「1. ほぼ

同じ世代（年齢層）が参加している」、「役員をやって
くれそうなメンバーが固定化している」を利用した。

（2）�橋渡し型社会関係資本を醸成させた風通しのよい
自治会運営に関する仮説の構築

両調査研究のデータを照合すると、次の表2に示す
ジョイント・ディスプレイが作成された。

野村（2020）が分析するように、高層住宅の整備が
進み、30 ～ 40代のサラリーマン層の新来住民の流入
が増えている地域では、活動を認知している人々が少
ない可能性がある。また、役員の担い手の高齢化も生
じているため、「担い手不足 / 分担が上手くいっていな
い」という事例が確認されている。さらに、旧来住民
を中心に役員が務める中では、活動時間が既に決めら
れている。そのため、慣れていない住民に対応してい
ない限り、活動時間に都合を合わせられない新来住民
は「時間が合わない」ことを参加しにくい理由に挙げる。
また、役員から若年層の住民へ地道な声かけもおこなっ
ているようであるが、既にコミュニティが構築されて
いる中に若年層が入ることは難しいという証言も確認
された。それは量的データの傾向からみて取れる。

以上のことを踏まえると、地域の政策課題を解決し
ていくよう、自治会運営を見直すためには、なるべく
運営内部のメンバーを異世代にし、役員を固定化させ
ないことや、新来住民の人々が活動しやすいようにす
る必要がある。また、時間を工夫するなど、担い手の
不足に応じて、地域で活動する別組織（背景の異なる
NPO や他組織）と協働することも考えた方が良いか
もしれない。すなわち、風通しのよい組織の中で、ま
とまりの良さを捉え直す必要があるだろう。

そこで、橋渡し型社会関係資本を組織の運営内部／
外部に醸成することで、次のような新来住民と世代間

表2　ジョイント・ディスプレイ－葛飾区新小岩自治会の運営状況
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自治会・運営の課題のうち、「運営の負担コスト」には
「14. 活動の曜日や時間が参加しにくい」、「15. 組織運
営・役割分担が上手くいっていない」を、「活動内容の
工夫」には「9. 活動内容が世の中の変化に応じて変わっ
ている」ことへの意識を利用した。

仮説1が支持されるならば、橋渡し型社会関係資本、
運営の負担コスト、活動内容の工夫の間にはポジティ
ブな関係（＋）が確認されるはずである。

加えて、仮説2を確かめるために、組織の「風通し
のよさ」に関する変数は「12. 活動に若い世代や新規
の人（外部の人）が参加しやすい」の意識を利用した。
橋渡し型社会関係資本の正の外部性が支持されるなら
ば、両者の変数にはポジティブな関係（+）が支持さ
れるだろう。

そこで、筆者は「社会関係資本」と「運営の負担」に
関する変数を潜在変数に、それ以外の変数を観察変数
に設定して、「社会関係資本」と組織の「風通しのよさ」、

「運営の負担」、「（自治会の）必要性」の関係を推し量
るパス解析を実施した。パス解析の結果から得られた
標準化係数をもとに、ポジティブな影響（（+）と表記）
とネガティブな影響（（-）と表記）を要約した図6か
ら次のことがいえる。
「活動参加（異質性：多世代、様々な世代の参加状況）」

から3変数を説明する因子は組織の運営内 / 外の橋渡
し型社会関係資本（図中は橋渡し型 SC と表記）、「活

動参加（同質性：同世代、ほぼ同じ世代の参加）」と「つ
きあい：役員メンバー固定化」を説明する因子は結束
型社会関係資本（図中は結束型 SC と表記）である。
アンケートの調査結果からは、それらの共分散はポジ
ティブに密接に関連している。

分析の結果によれば、橋渡し型社会関係資本は「活
動が世の中の変化に対応している」という意識とポジ
ティブに結びついて、自治会の「必要性」意識を高める。
よって、仮説1に挙げたように、「活動内容の工夫」に
対しては橋渡し型社会関係資本を組織の運営内部と外
部に築き上げる必要があろう。また、「若年層や新来住
民が参加しやすい」という意識と正に関係し、仮説2に
挙げた「風通しのよさ」への正の効果を支持している。

一方で、必ずしも「運営の負担」に対し、「5. あては
まらない」方の意見が増えるわけではない。これは運
営内部の活動主体の間で約束される独自のルールを一
貫させることが難しくなってしまうからかもしれない。

しかしながら、運営内部の役員が固定化し、同世代
の住民のみが活動することで結束型社会関係資本が
過度に醸成されると、「運営の負担」を増やしてしま
う（1. あてはまるという意見が増える）ため、その方
が望ましくない可能性がある。但し、自治会の必要性
にはポジティブな影響を与えており、運営に必要なリ
ソースであることは否定されるわけではない。つまり、
橋渡し型社会関係資本と上手く両立させるしくみが必

図6　ソーシャル・キャピタルと風通しの良い自治会・町内会の関係
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おり、役員外の住民との活動意識にズレが生じている。
このような風通しの悪い状況では、コロナ禍の不信が
さらなる橋渡し型社会関係資本の醸成を停滞させてし
まう。それは長期的視点で考えてみると、外部の手助
けを得ることが難しく、内輪の論理が先行してしまい、
さらに新来住民からの理解を得られないまま、担い手
不足が長期化してしまうことが懸念される。

それゆえに、長期的視野に立った持続的な地域社会
運営には組織外の住民と他組織を巻き込んだ橋渡し型
社会関係資本の醸成を視野に入れて、地域社会の効率
性を改善させるまちづくりの方法を検討していく必要
があるだろう。

以上より、社会関係資本が社会にとって良い方向に
機能するためには、地域社会の構造分析が欠かせな
い。そのため、機能と構造の両側面に対して同時にア
プローチ可能な混合研究法は社会関係資本研究に有用
な研究手法の一つではないだろうか。

要なのではないだろうか。この点についてはより詳細
な検討が必要である。

結び－ソーシャル・キャピタルのバ
ランスを考える4

ポスト・コロナ時代を見据えて、自治会・町内会の
組織運営をもとにして地域社会運営を持続的に運用可
能にさせるには、どのような社会関係資本を醸成して
いくことが必要なのであろうか。

コロナ禍の社会変化を受けた直後の地域社会では現
在、短期的にみると住民と役員内外の結束型社会関係
資本を活用することで、団体リーダーの運営意識を停
滞させることなく、団体メンバーの創意工夫も喚起す
ることができ、活動を継続しえる糸口や方策を考えて
いくことができるだろう。

しかし、コロナ禍以前から担い手不足は散見されて
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